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自
立
で
き
る

自
治
体
づ
く
り
に
向
け
て

Focus
政策・制度

市
町
村
合
併

市
町
村
合
併
を
支
援
す
る
法
律
「
市
町

村
の
合
併
の
特
例
に
関
す
る
法
律(

合
併

特
例
法)

」
の
有
効
期
限
（
平
成
十
七
年

三
月
三
十
一
日
）
ま
で
あ
と
二
年
余
り
と

な
り
、
千
二
百
を
超
え
る
市
町
村
が
法
定

協
議
会
ま
た
は
任
意
協
議
会
を
設
置
し
、

研
究
会
等
を
含
め
る
と
全
国
の
八
割
以
上

の
市
町
村
が
合
併
を
検
討
し
て
い
ま
す

（
平
成
十
四
年
十
月
一
日
現
在
）。

①
地
方
分
権
の
推
進

自
己
決
定
・
自
己
責
任
を
原
則
と
し
て
、

主
体
的
な
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
こ
と
が

で
き
る
体
制
を
整
備
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。

②
少
子
高
齢
化
社
会
の
到
来

本
格
的
な
少
子
高
齢
化
社
会
が
要
請
す

る
行
政
需
要
（
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
や

学
校
区
の
見
直
し
等
）
に
対
応
で
き
る
人

的
・
財
政
的
基
盤
を
整
備
す
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。

③
日
常
生
活
圏
の
広
域
化

広
域
化
す
る
日
常
生
活
圏
と
行
政
区
域

の
違
い
に
よ
る
不
都
合
（
非
効
率
な
施
設

建
設
や
不
便
な
施
設
利
用
等
）
を
解
消
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

④
財
政
事
情
の
悪
化

税
収
の
落
ち
込
み
が
続
く
中
、
単
独
市

町
村
と
し
て
運
営
し
た
場
合
の
財
政
的
見

通
し
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

住
民
の
期
待
に
応
え
、
よ
り
質
の
高
い

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
く
た
め
に

は
、
あ
る
程
度
の
規
模
が
必
要
と
の
考
え

か
ら
行
政
手
法
の
一
つ
と
し
て
市
町
村
合

併
が
検
討
さ
れ
て
い
ま
す
。

市
町
村
合
併
の
目
的
は
、
大
き
く
次
の

二
つ
で
す
。

①
行
政
改
革
を
目
的
と
す
る
合
併

経
費
削
減
・
二
重
投
資
の
回
避
な
ど
、

財
政
を
中
心
と
し
た
行
政
運
営
の
効
率
化

を
狙
い
と
し
た
合
併
で
す
。

②
広
域
的
ま
ち
づ
く
り
を
目
的
と
す

る
合
併

地
域
間
競
争
に
負
け
な
い
規
模
と
個
性

を
も
つ
都
市
計
画
を
目
的
と
し
た
合
併
で

す
。い

ず
れ
の
場
合
で
も
合
併
の
真
の
目
的

は
、
十
年
後
、
十
五
年
後
に
自
ら
決
め
た

こ
と
を
自
ら
の
財
源
で
実
施
で
き
る
「
自

立
し
た
自
治
体
」
を
建
設
す
る
こ
と
に
あ

り
ま
す
。

合
併
特
例
法
に
よ
る
支
援
制
度
の
概
要

は
、
次
の
通
り
で
す
。

①
合
併
算
定
替(

十
一
条)

合
併
後
十
年
度
間
の
地
方
交
付
税
は
、

合
併
前
の
市
町
村
が
存
続
し
た
も
の
と
し

て
算
定
し
た
合
算
額
と
し
、
十
一
年
度
か

ら
十
五
年
度
ま
で
は
段
階
的
に
縮
減
さ
れ

ま
す
。

②
合
併
特
例
債
（
十
一
条
の
二
）

市
町
村
建
設
計
画
に
基
づ
く
事
業
や
市

域
振
興
の
た
め
の
基
金
積
立
に
要
す
る
経

費
に
つ
い
て
、
合
併
後
十
年
間
に
限
り
、

地
方
債
（
合
併
特
例
債
）
を
財
源
と
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。
そ
の
う
ち
約
三
割
は

自
主
財
源
に
よ
る
償
還
と
な
り
ま
す
。

③
議
会
の
議
員
の
定
数
及
び
在
任
に

関
す
る
特
例
（
六
条
・
七
条
）

合
併
後
最
長
二
年
間
、
合
併
前
の
市
町

市
町
村
合
併
検
討
の
必
要
性

市
町
村
合
併
の
目
的

市
町
村
合
併
を
検
討
す
る
手
順

合
併
の
支
援
制
度
の
概
要

る
手
順
を
紹
介
し
ま
す
。（
左
図
参
照
）

な
お
、
詳
細
な
プ
ロ
セ
ス
は
モ
デ
ル
ケ
ー

ス
の
ペ
ー
ジ
（
14
〜
19
ペ
ー
ジ
）
で
説
明

し
ま
す
。

合
併
検
討
は
、「
合
併
検
討
の
必
要
性

の
検
討
」
と
「
合
併
の
効
果
と
課
題
の
検

討
」
の
二
段
階
に
分
か
れ
ま
す
。

（1）
合
併
検
討
の
必
要
性

①
財
政
、

②
日
常
生
活
、

③
広
域
行
政
、

④
ま
ち
づ
く

り
の
四
つ
の

検
討
項
目
に

分
か
れ
ま
す
。

こ
の
検
討
は
、

望
ま
し
い
合

併
枠
の
検
討

に
も
直
結
し

て
い
ま
す
。

（2）
合
併
の
効

果
と
課
題
の

検
討合

併
検
討

の
必
要
性
が

確
認
で
き
た

場
合
、
合
併

後
の
姿
を
行

財
政
力
と
ま

ち
づ
く
り
の

両
面
か
ら
検

討
し
ま
す
。

行
財
政
力
の
検
討
で
は
専
門
家
と
し
て
の

「
行
政
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
」
が
、
ま
ち

づ
く
り
の
検
討
で
は
住
民
生
活
に
直
結
す

る
問
題
と
し
て
「
住
民
参
加
」
が
重
要
に

な
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
手
順
で
合
併
検
討
を
進
め

る
際
、
留
意
す
べ
き
点
は
次
の
通
り
で
す
。

①
住
民
参
加
の
必
要
性

合
併
検
討
全
般
を
通
じ
て
、
行
政
か
ら

の
情
報
公
開
と
住
民
に
よ
る
検
討
が
重
要

で
す
が
、
特
に
「
新
市
将
来
構
想
の
策
定
」

に
は
住
民
参
加
が
欠
か
せ
な
い
と
考
え
ら

れ
ま
す
。
住
民
意
見
の
反
映
と
住
民
監
視

の
し
く
み
に
よ
り
、
合
併
に
対
す
る
懸
念

事
項
で
あ
る
特
定
地
域
に
偏
っ
た
開
発
計

画
や
利
便
性
に
お
け
る
地
域
間
格
差
を
防

ぐ
こ
と
が
で
き
ま
す
。
ま
た
、
合
併
検
討

を
通
じ
て「
二
十
一
世
紀
の
ま
ち
づ
く
り
」

と
称
さ
れ
る
「
住
民
参
加
に
よ
る
ま
ち
づ

く
り
」
が
試
行
さ
れ
る
メ
リ
ッ
ト
も
あ
り

ま
す
。

②
財
源
裏
付
け
の
あ
る
計
画
の
策
定

従
来
の
総
合
計
画
に
み
ら
れ
る
総
花
的

な
計
画
で
は
な
く
、
住
民
ニ
ー
ズ
に
よ
り

絞
り
込
ん
だ
、
財
源
的
に
も
実
施
可
能
な

事
業
を
検
討
す
る
こ
と
で
、
合
併
後
の
姿

が
イ
メ
ー
ジ
し
や
す
い
計
画
を
作
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。
そ
れ
に
は
、
財
政
検
討
と

ま
ち
づ
く
り
検
討
を
一
体
化
し
て
、
財
政

的
裏
付
け
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り
計
画
が
有

効
で
す
。

合併検討が求められている社会背景�

合併に対する最終判断�

①単独での財政見通しの確認�
・行政サービスの維持可能性�
・高齢者福祉の充実可能性�
・環境問題への対応可能性�
・自治体情報化への対応可能性�

③広域行政の確認�
・一部事務組合の状況確認�
・上位計画での一体性の確認�

②日常生活圏の広域化の確認�
・通勤･通学圏の把握�
・商業購買圏の把握�
・通院圏の把握�
・自治会の連携度の把握�

④まちづくり課題の確認�
・長年の課題の確認�
・合併で解決できる課題の確認�
・広域的課題の確認�

合
併
検
討
の
必
要
性�

①合併による財政力強化の試算�
・合併による経費削減額の推計�
・合併後の職員数管理の検討�
・特例債等国からの支援の確認�
・合併後20年間の財政予測�

③行政サービス水準の調整�

②行政力強化の検討�
・企業会計導入の検討�
・行政評価導入の検討�
・専門職制度導入の検討�

④新市将来構想の策定�
・長年の課題の解決策の検討�
・合併プロジェクトの検討�
・地域別課題の解決策の検討�

合
併
の
効
果
と
課
題
の
検
討�

・住民負担の調整�
 （税・下水道・保育料・国保等）�
・地域別・世代別負担の調整�
・新サービス実施の検討�

2

1

村
の
議
員
全
員
が
引
き
続
き
在
任
で
き
ま

す
。

④
地
方
税
の
課
税
免
除
ま
た
は
不
均

一
課
税
（
十
条
）

合
併
直
後
の
均
一
課
税
が
住
民
負
担
の

公
平
を
欠
く
場
合
、
合
併
後
の
五
年
間
、

対
象
と
な
る
地
方
税
を
課
税
し
な
い
こ
と
、

ま
た
は
不
均
一
課
税
が
認
め
ら
れ
ま
す
。

⑤
市
と
な
る
要
件
の
特
例
（
五
条
）

人
口
要
件
は
「
四
万
人
以
上
」、
特
に

平
成
十
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
合
併

が
行
わ
れ
る
場
合
に
限
っ
て
、「
三
万
人

以
上
」
に
緩
和
さ
れ
て
い
ま
す
。

西
東
京
市
（
二
〇
〇
一
年
一
月
旧
田
無

市
・
旧
保
谷
市
の
合
併
に
よ
り
誕
生
）
の

事
例
を
参
考
に
、
市
町
村
合
併
を
検
討
す

1992.  4.1  盛岡市       盛岡市、都南村�

     93.  7.1  飯田市（長野県）   飯田市、上郷町�

    94.11.1  ひたちなか市（茨城県）  勝田市、那珂湊市�

　  95.  9.1  鹿嶋市（茨城県）   鹿島町、大野村�

 　　 9.1  あきる野市（東京都）  秋川市、五日市町�

　 99.  4.1  篠山市（兵庫県）   篠山町、西紀市、丹南町、今田町�

2001.  1.1  新潟市       新潟市、黒埼町�

　　　　1.21 西東京市（東京都）   田無市、保谷市�

　　　　4.1  潮来市（茨城県）   潮来町、牛堀町�

　　　　5.1  さいたま市      浦和市、大宮市、与野市�

　　　11.15 大船渡市（岩手県）   大船渡市、三陸町�

2002.  4.1  さぬき市（香川県）   津田町、大川町、志度町、寒川町、長尾町�

　　　　4.1  久米島町（沖縄県）   中里村、具志川村 �

■過去10年間の市町村合併事例

■合併検討手順の全体図

合
併
検
討
の
留
意
点
と
対
応
策
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併
協
議
会
を
設
置
し
協
議
さ
れ
ま
し
た
が
、

法
改
正
に
よ
り
単
独
で
の
市
制
施
行
が
可

能
と
な
っ
た
た
め
、
合
併
に
至
り
ま
せ
ん

で
し
た
。
そ
の
後
、
平
成
五
年
の
市
長
選

で
両
市
の
市
長
が
合
併
を
公
約
に
掲
げ
て

当
選
し
、
双
方
の
市
に
お
い
て
本
格
的
な

論
議
が
開
始
さ
れ
ま
し
た
。
平
成
九
年
に

は
合
併
協
議
会
設
置
を
旨
と
す
る
決
議
が

可
決
、
翌
平
成
十
年
二
月
に
任
意
協
議
会

が
設
置
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
後
三
年
間
、

新
市
の
ま
ち
づ
く
り
に
つ
い
て
行
政
と
住

民
が
話
し
合
い
、
そ
の
成
果
で
あ
る
「
新

市
建
設
計
画
」
を
住
民
に
示
す
と
と
も
に
、

市
民
意
向
調
査
に
よ
っ
て
合
併
賛
成
の
意

向
が
確
認
さ
れ
ま
し
た
。
三
年
に
及
ぶ
合

併
検
討
の
歩
み
は
、「
合
併
検
討
の
推
移

表
」
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

こ
の
合
併
検
討
に
は
、
次
の
よ
う
な
三

つ
の
特
徴
が
あ
り
ま
す
。

両
首
長
の
合
併
公
約
が
合
併
協
議
の
契

田
無
市
・
保
谷
市
の
合
併
問
題
は
、
保

谷
が
田
無
の
三
分
の
二
を
取
り
囲
む
特
殊

な
地
形
に
由
来
し
、
昭
和
四
十
年
に
は
合

■問い合わせ先
西東京市企画部企画課 電話 0424－64－3111
ホームページURL http://www.city.nishitokyo.jp/menu/index/html

１

21
世
紀
に
住
民
合
意
で

誕
生
し
た
西
東
京
市

行
政
が
提
案
し
住
民
が
決
定
し
た

住
民
参
加
に
よ
る
市
町
村
合
併

「
一
人
ひ
と
り
が
輝
く
ま
ち
」

―
西
東
京
市

東
京
都

西
東
京
市

市
町
村
合
併
の
モ
デ
ル
ケ
ー
ス
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西
東
京
市
は
、
平
成
十
三
年
一
月
に

旧
田
無
市
と
旧
保
谷
市
が
合
併
し
て
誕

生
し
た
都
市
で
す
。
東
京
都
の
西
北
部
、

武
蔵
野
台
地
の
ほ
ぼ
中
央
に
位
置
し
、

東
西
四
・
八

、
南
北
五
･
六

、
人
口
約
十
八
万
人
の
都
市
で
す
。

従
来
の
多
く
の
市
町
村
合
併
が
、
市

制
施
行
や
中
核
市
へ
の
昇
格
あ
る
い
は

国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
受
入
な
ど
を
目

的
と
し
て
い
た
の
に
対
し
、
西
東
京
市

の
ケ
ー
ス
は
ど
れ
に
も
該
当
せ
ず
、「
行

メ
ー

ト
ル

キ
ロ

メ
ー

ト
ル

キ
ロ

財
政
基
盤
強
化
の
た
め
の
究
極
の
行
政

改
革
」
を
目
標
と
す
る
新
し
い
タ
イ
プ

の
合
併
を
目
指
し
ま
し
た
。

ま
た
、
合
併
検
討
の
柱
と
も
い
え
る

合
併
後
の
ま
ち
づ
く
り
案
「
新
市
将
来

構
想
」
を
住
民
合
意
に
よ
り
作
り
上
げ

た
後
、
数
多
く
の
住
民
説
明
会
を
通
じ

て
理
解
を
求
め
、
最
終
的
に
は
事
実
上

の
住
民
投
票
（
投
票
方
式
に
よ
る
市
民

意
向
調
査
）
に
よ
り
合
併
を
決
定
し
ま

し
た
。
住
民
の
期
待
度
に
基
づ
い
て
絞

り
込
ま
れ
、
行
政
に
よ
る
財
政
面
か
ら

の
実
現
可
能
チ
ェ
ッ
ク
を
受
け
た
「
合

併
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
は
、
合
併
公
約
と

も
呼
ば
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
試
み
が
、
平
成
時
代
の

新
し
い
合
併
検
討
方
法
の
モ
デ
ル
ケ
ー

ス
と
し
て
評
価
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
こ
で
は
、
西
東
京
市
合
併
検
討
に

お
け
る
特
徴
な
ら
び
に
課
題
と
対
応
策

に
つ
い
て
検
証
し
ま
す
。

千代田区�
新宿区�

中央区�

港区�

文京区�
�

台東区�墨田区�

江東区�

品川区�
目黒区�

大田区�

世田谷区�

渋谷区�
�

中野区�
杉並区�
�

豊島区�

北区�

荒川区�

板橋区�
�

練馬区�

足立区�

葛飾区�

江戸川区�

八王子市�

立川市� 武蔵野市�

三鷹市�

青梅市�

府中市�

昭島市�

調布市�

町田市�

小金井市�

小平市�

日野市�

東村山市�
�

国分寺市�

国立市�

福生市�

狛江市�

東大和市�
�

清瀬市�

東久留米市�武蔵村山市�

多摩市�
� 稲城市�

�

羽村市�

瑞穂町�
�

日の出町�

あきる野市�檜原村�

奥多摩町�
西東京市�

平成 9年�
 9月 保谷市議会で合併協議会設置を旨とする決議可決   �
 11月 田無市議会で合併協議会設置を旨とする決議可決�
 12月 田無市・保谷市合併協議会(任意)設立準備会設置　　�
平成 10年　�
 2月 田無市・保谷市合併推進協議会(任意協議会)設置�
  （2／16）  �
 4月 合併推進協議会事務局を田無市に設置�
 7月 新市将来構想策定委員会を設置�
 12月 田無・保谷21世紀フォーラムを開催（～3月）�
平成 11年�
 3月 新市将来構想中間まとめ集約�
 4月 合併推進協議会ホームページ開設�
 5月 新市将来構想中間まとめ市民説明会開催�
 7月 新市将来構想策定�
 8月 合併推進協議会第12回会議で法定協議会移行を�
  確認�
 9月 両市議会定例会で法定合併協議会設置を議決�
 10月 田無市・保谷市合併協議会(法定協議会)を設置�
　　　　　　　（10／11）�
  第2回会議で合併目標期日を「平成13年1月」に設定�
 11月 新市名公募を開始（～12月）�
 12月 新市名候補選定小委員会を設置�
  （市民代表委員8名で構成）�
平成 12年　�
 2月 市民意向調査の骨子を確認�
  新市名候補選定小委員会が選定結果を報告�
  （7グループ10候補）�
 3月 新市名候補を5候補に絞り込み�
  （協議会委員の無記名投票）�
 4月 住民投票条例制定直接請求、両市議会で否決�
  （4／19）�
  新市建設計画を確認、主要協議を終了�
 5月 市民意向調査制度詳細を決定�
 6月 投開票オンブズマン市民公募、決定�
 7月 市民説明会両市内各地（24カ所）で開催�
  （7／2 ～26）�
  投票方式による市民意向調査実施（7／30）�
  （両市で「賛成」多数、「西東京市」が最多得票）�
 8月 第18回会議にて正式な合併期日と新市の名称を確認�
　  すべての協議を終了（8／3）�
　  合併協定調印式を挙行（8／10）�
　  両市議会臨時会において両市合併関連議案を可決�
  （8／11）�
  東京都知事に合併申請書を提出（8／16）�
  両市議会臨時議会において両市合併関係補正予算を�
　　　　　　　可決（8／22）�
 10月 東京都議会9月定例会で両市合併関連議案を可決�
  （10／4）�
  東京都知事が両市の廃置分合の処分決定、�
  自治省に届出（10／6）�
 11月 官報に自治省告示＜第250号＞　（11／17）�
 12月 両市議会定例会で町名の変更について議決。�
  都知事へ届け出�
平成 13年�
 １月 田無市閉市式（１／14）�
  町名変更について東京都告示（１／15）�
  保谷市閉市式（１／18）�
　  新市発足、開庁式（１／21）�
 2月 初議会（2／１～）�
　  市長選挙（2／18）�
 3月 市議会3月定例会�
 4月 新組織体制へ移行�

で　　き　　ご　　と　� 説　　　　　明�年　代�

端　緒�

将来構想策定委員会�

21世紀フォーラム�

市民説明会�

新市将来構想�

市民による�
まちづくり�
構想の作成�

任　意　協　議　会�

法　定　協　議　会�

市民意向調査�

合併協定調印�

合  併  議  決　�

合  併  申  請�

自  治  省  告  示  

新　市　誕　生�

※�
任意協議会設置から約3年�
法定協議会設置から約1年3カ月�

ま
ち
づ
く
り
構
想�

新
市
名
の
公
募
・
選
考
・
検
討�

財
政
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン�

市
民
意
向
の
確
認
方
法
の
検
討�

新
市
建
設
計
画
の
協
議�

合
併
協
定
事
項
の
協
議�

合
併
の
効
果�

合
併
の
必
要
性�

■合併検討の推移表

行
政
提
案
が

検
討
の
契
機
に
な
っ
た
合
併

特徴 1

旧保谷市�

旧田無市�

西東京市田無本庁舎 西東京市保谷本庁舎



開
催
し
ま
し
た
。
検
討
内
容
は
、
合
併
に

対
す
る
期
待
や
不
安
、
都
市
計
画
道
路
の

建
設
な
ど
の
地
域
固
有
問
題
、
介
護
保
険

な
ど
の
当
時
ホ
ッ
ト
で
あ
っ
た
問
題
な
ど

で
す
。
参
加
者
全
員
に
意
見
を
発
表
す
る

機
会
を
保
障
す
る
た
め
、
小
さ
な
紙
に
意

見
を
記
入
す
る
方
法
を
採
用
し
ま
し
た
。

自
由
参
加
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
は
、

反
対
者
集
会
と
化
す
恐
れ
が
あ
る
と
の
反

対
意
見
も
強
く
、
最
終
的
に
は
首
長
判
断

に
よ
り
開
催
が
決
定
さ
れ
た
の
で
す
が
、

大
き
な
混
乱
も
な
く
、
住
民
の
間
で
合
併

が
話
し
合
わ
れ
る
き
っ
か
け
に
な
っ
た
と

考
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

（2）
新
市
将
来
構
想
策
定
以
降

①
首
長
が
出
席
す
る
住
民
説
明
会
の
開
催

住
民
代
表
に
よ
り
策
定
さ
れ
た
新
市
将

来
構
想
に
基
づ
い
て
、
住
民
説
明
会
が
開

催
さ
れ
ま
し
た
。
ビ
デ
オ
に
よ
る
誤
り
の

な
い
わ
か
り
や
す
い
説
明
を
行
っ
た
後
、

直
接
首
長
が
住
民
の
質
問
に
対
し
て
答
え

る
方
式
が
採
用
さ
れ
ま
し
た
。

②
出
張
説
明
会
の
開
催

説
明
を
求
め
る
住
民
に
対
し
て
、
小
規

模
の
説
明
会
が
多
数
開
催

さ
れ
ま
し
た
。
合
併
事
務

局
担
当
者
が
説
明
に
出
向
く

こ
と
や
、
駅
前
で
説
明
パ
ン

フ
レ
ッ
ト
を
配
る
こ
と
も
し

ば
し
ば
あ
り
ま
し
た
。

③
市
民
意
向
調
査
の
実
施

既
に
「
特
徴
３
」
で
記
載
し
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課
題
と
そ
の
解
決
策
１

行
政
改
革
の
証
と
し
て
経
費
削
減
を

い
か
に
し
て
推
計
し
実
現
す
る
か

合
併
に
よ
り
期
待
で
き
る
行
政
改
革
と

は
何
か
、
具
体
的
な
数
字
と
し
て
住
民
に

説
明
で
き
る
か
、
い
か
に
し
て
実
現
す
る

か
、
こ
の
三
つ
の
課
題
に
対
し
、
次
の
よ

う
な
解
決
策
が
考
え
ら
れ
ま
し
た
。

・
行
政
の
高
度
化
は
、
専
門
職
制
度
の
導

入
や
行
政
評
価
の
実
施
等
、
民
間
企
業
に

お
け
る
経
営
手
法
の
導
入
を
通
じ
て
、
企

画
政
策
力
お
よ
び
住
民
サ
ー
ビ
ス
力
の
向

上
を
図
る
。

・
議
員
や
職
員
の
削
減
な
ど
人
件
費
の
削

減
を
中
心
に
経
費
削
減
額
を
推
計
し
、
財

政
力
の
強
化
を
定
量
的
に
把
握
す
る
。

・
二
重
投
資
の
回
避
な
ど
効
率
的
投
資
の

実
現
に
よ
る
経
費
削
減
を
検
討
す
る
。

・
経
費
削
減
効
果
の
活
用
対
象
と
し
て
、

住
民
負
担
の
調
整
や
合
併
特
例
債
の
償
還

を
検
討
す
る
。

・
職
員
は
、
原
則
「
前
年
度
退
職
者
の
三

分
の
二
補
充
」
を
継
続
的
に
実
施
す
る
こ

と
で
、
十
年
間
で
二
百
人
以
上
の
職
員
数

の
削
減
を
図
る
。

・
経
費
削
減
効
果
は
合
併
後
徐
々
に
現
れ

る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
年
度
別
計
画
に
よ

り
管
理
す
る
。

こ
の
よ
う
に
行
政
改
革
の
中
心
を
財
政

力
強
化
と
と
ら
え
、
削
減
で
き
る
経
費
額

を
実
現
可
能
な
数
字
で
把
握
し
た
こ
と
が
、

合
併
効
果
の
説
明
や
「
住
民
負
担
の
調
整
」

お
よ
び
「
合
併
に
よ
り
実
施
す
べ
き
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
」
を
検
討
す
る
際
に
非
常
に
役

に
立
ち
ま
し
た
。

課
題
と
そ
の
解
決
策
2

住
民
参
加
に
は
ど
の
よ
う
な
方
法
が

あ
り
、
い
つ
実
施
す
べ
き
か

代
表
的
な
住
民
参
加
方
法
は
、
ア
ン
ケ

ー
ト
調
査
・
住
民
説
明
会
・
フ
ォ
ー
ラ
ム

等
で
す
が
、
こ
の
合
併
検
討
で
は
検
討
時

期
に
応
じ
て
、
次
の
よ
う
な
住
民
参
加
方

法
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

（1）
合
併
検
討
の
初
期
段
階

①
ま
ち
づ
く
り
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
現
状
で
の
ま
ち
づ
く
り
に
関
す
る
「
誇

り
」
と
「
課
題
」
を
集
約
し
、
合
併
後
の

ま
ち
づ
く
り
案
に
活
用
す
る
も
の
で
す
。

②
住
民
代
表
に
よ
る
新
市
将
来
構
想
策
定

住
民
代
表
に
よ
る
ゼ
ロ
か
ら
の
検
討
で

あ
っ
た
た
め
、
新
市
の
理
念
や
ま
ち
づ
く

り
の
柱
の
検
討
に
時
間
が
か
か
り
効
率
的

で
は
な
い
反
面
、
住
民
自
ら
考
え
出
し
た

言
葉
で
新
市
将
来
構
想
が
策
定
さ
れ
ま
し

た
。
し
か
し
、
代
表
者
の
選
定
は
協
議
会

の
指
名
で
あ
っ
た
た
め
、
住
民
が
自
由
に

参
加
で
き
る
場
を
提
供
し
て
欲
し
い
と
の

声
も
あ
が
り
ま
し
た
。

③
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
開
催

住
民
が
自
由
に
参
加
で
き
る
合
併
協
議

の
場
と
し
て
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
四
回

Focus 政策・制度

機
と
な
っ
た
こ
と
は
一
方
で
、「
行
政
主

導
合
併
反
対
」
と
の
強
い
反
対
運
動
を
呼

び
起
こ
す
結
果
と
も
な
り
ま
し
た
。
こ
れ

に
対
し
、
首
長
自
ら
「
行
政
に
も
地
域
経

営
の
提
案
権
は
あ
る
。
行
政
手
法
の
一
つ

と
し
て
合
併
を
提
案
し
た
も
の
で
、
住
民

の
皆
さ
ん
と
一
緒
に
考
え
て
い
き
た
い
」

と
回
答
さ
れ
ま
し
た
。
行
政
状
況
に
つ
い

て
最
も
情
報
を
持
つ
行
政
の
プ
ロ
が
将
来

の
行
政
運
営
に
関
し
て
合
併
を
提
案
し
、

住
民
と
の
協
議
の
場
が
与
え
ら
れ
、
議
会

も
し
く
は
住
民
が
直
接
的
に
最
終
決
定
権

を
持
つ
の
で
あ
れ
ば
「
行
政
主
導
の
合
併

協
議
」
で
は
な
く
、「
行
政
リ
ー
ダ
ー
シ

ッ
プ
の
合
併
協
議
」
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

行
政
運
営
に
関
し
て
情
報
公
開
を
行
わ
ず
、

合
併
に
関
す
る
住
民
の
声
を
待
つ
だ
け
で

あ
れ
ば
「
行
政
の
怠
慢
」
と
批
判
さ
れ
て

も
仕
方
な
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

「
合
併
し
て
市
に
な
ろ
う
」（
つ
く
ば

市
・
篠
山
市
）、「
合
併
に
よ
り
国
際
港
湾

都
市
に
な
ろ
う
」（
ひ
た
ち
な
か
市
）
と

い
っ
た
合
併
検
討
の
求
心
力
と
な
り
え
る

共
通
目
的
が
つ
か
み
に
く
か
っ
た
点
も
特

徴
の
一
つ
で
す
。
合
併
後
に
人
口
規
模
が

同
程
度
で
あ
る
近
隣
の
三
鷹
市
や
武
蔵
野

市
の
強
い
個
性
に
漠
然
と
あ
こ
が
れ
な
が

ら
、「
個
性
（
顔
）
を
持
つ
地
域
に
な
ろ

う
。
そ
の
た
め
に
は
合
併
に
よ
る
行
政
改

革
が
不
可
欠
だ
」
と
の
思
い
に
い
た
る
の

に
一
、
二
カ
月
の
手
探
り
の
検
討
期
間
が

必
要
で
し
た
。

こ
の
「
行
政
改
革
の
た
め
の
合
併
」
に

対
し
て
は
、
行
政
の
た
め
の
合
併
で
は
な

い
か
、
住
民
の
メ
リ
ッ
ト
が
わ
か
り
に
く

い
と
の
批
判
も
あ
り
、
そ
の
批
判
に
応
え

て
い
く
過
程
で
、
行
政
サ
イ
ド
で
実
施
す

べ
き
こ
と
の
明
確
化
、
情
報
公
開
の
徹
底
、

手
間
と
時
間
を
惜
し
ま
な
い
住
民
と
の
協

議
な
ど
、
合
併
を
検
討
す
る
際
の
基
本
と

な
る
べ
き
方
針
も
固
ま
っ
て
い
き
ま
し
た
。

ま
た
、
行
政
改
革
の
具
体
的
な
内
容
や

住
民
参
加
を
実
現
す
る
方
法
の
検
討
も
、

今
後
の
大
き
な
課
題
と
し
て
残
さ
れ
ま
し

た
。合

併
効
果
に
は
、
行
政
改
革
と
し
て
行

政
が
努
力
し
実
行
す
べ
き
こ
と
（
行
政
サ

イ
ド
の
合
併
効
果
）
と
、
そ
れ
を
手
段
と

し
て
実
現
す
べ
き
新
市
の
ま
ち
づ
く
り
計

画
（
合
併
目
的
で
あ
る
住
民
サ
イ
ド
の
合

併
効
果
）
が
あ
り
ま
す
。
住
民
サ
イ
ド
の

合
併
効
果
で
あ
る
新
市
の
ま
ち
づ
く
り
計

画
に
対
す
る
賛
否
を
問
う
と
い
う
市
民
意

向
調
査
を
実
施
し
、
田
無
・
保
谷
共
に
合

併
賛
成
が
反
対
を
上
回
っ
た
た
め
合
併
し

た
も
の
で
す
。
条
例
の
変
更
を
伴
う
本
来

の
住
民
投
票
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
通
常

選
挙
と
同
様
の
投
票
形
式
を
採
用
し
、
両

市
の
ど
ち
ら
か
一
方
で
も
反
対
が
賛
成
を

上
回
れ
ば
合
併
は
白
紙
に
戻
す
と
の
事
前

説
明
が
な
さ
れ
た
た
め
、
事
実
上
の
住
民

投
票
と
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
法
定
協
議
会
移
行
時
か
ら
、

最
終
的
に
は
民
意
に
よ
り
合
併
を
決
定
す

べ
き
だ
と
の
強
い
意
見
に
応
え
る
た
め
に

実
施
さ
れ
た
も
の
で
す
。「
徹
底
し
た
住

民
参
加
に
よ
る
合
併
議
論
」
が
な
さ
れ
た

後
で
あ
っ
た
か
ら
こ
そ
、
多
大
な
費
用

（
約
五
千
五
百
万
円
）
を
か
け
て
も
意
義

の
あ
る
民
意
の
確
認
方
法
で
あ
っ
た
と
評

価
さ
れ
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
市
民
意
向
調
査
に
は
次
の
よ

う
な
特
徴
が
あ
り
ま
す
。

・
合
併
の
可
否
だ
け
で
な
く
、
新
市
名
も

投
票
で
決
定
し
た
こ
と

・
投
票
日
現
在
十
八
歳
以
上
の
住
民
を
投

票
資
格
者
と
し
た
こ
と

・
投
票
時
間
を
午
前
七
時
か
ら
午
後
十
時

ま
で
に
し
た
こ
と

行
政
改
革
を
目
的
と
し
、
徹
底
し
た
住

民
参
加
を
検
討
方
針
と
し
た
合
併
検
討
に

お
け
る
代
表
的
な
課
題
と
し
て
、
次
の
三

つ
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
同
様
の
目
的
を
も

つ
既
存
の
合
併
事
例
が
な
い
た
め
、
い
ず

れ
の
課
題
に
対
し
て
も
「
田
無
・
保
谷
独

自
の
解
決
策
」
を
生
み
出
す
必
要
が
あ
り

ま
し
た
。

項　　　目� 13年度��
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14年度�� 15年度�� 16年度�� 17年度�� 18年度�� 19年度�� 20年度�� 21年度�� 22年度�� 合　計��

（単位：百万円）�

1　一般職人件費�

2　特別職人件費�

3　市議会議員報酬�

4　事務経費�

5　消防事務事業�

合併効果による財源�

合
併
の
目
的
は

究
極
の
行
政
改
革

特徴 2

事
実
上
の
住
民
投
票
で
、

住
民
が
決
定
し
た
合
併

特徴 3

2

3
年
間
の
合
併
検
討
で
の

課
題
と
そ
の
解
決
策

■経費削減効果の年度別推計表

ワークショップ

市民意向調査の用紙

新市の名
称につい

て�

特に力を
入れてほ

しい�

田無市・
保谷市�

合併に関
する�

市民意向
調査　調

査表�

【問 2】
�

【問 3】
�

（１つだ
け○）�

田無市・
保谷市の

合併につ
いて�

�

【問 1】
�

（１つだ
け○）�

（3つだ
け○）�

賛　　成
�

 高齢者福
祉の充実

�

（介護・
自立支援

、生きが
い対策�

  など）
�

 子育て支
援の充実

�

（保育・
育児相談

、一時（
緊急）�

  預かり
など）�

 障害者福
祉の充実

�

（生活支
援、就労

支援、社
会参加�

  など）
�

 個性を伸
ばす教育

の実施�

（総合教
育、情報

化教育、
学校施�

  設など
の充実）

�

 生涯学習
の充実�

（スポー
ツ・文化

・コミュ
ニティ�

  施設の
充実）�

 環境対策
の推進�

（ごみの
減量化、

リサイク
ル運動�

  の増強
など）  

 公園・緑
地の整備

�

（公園の
整備、緑

地の保全
、街路�

  樹の整
備など）

�

 安心して
歩ける道

路の整備
�

（駐輪の
規制、道

路の整備
など）�

 防災対策
の充実�

（防災倉
庫・備蓄

品の充実
、防災�

  情報の
徹底など

）�

  市民の市
政参加の

推進�

（行政情
報の公開

、市民と
の対話�

  の機会
の確保な

ど）�

�

反　　対
�

けやき野
市�

西 東 京
 市�

北 多 摩
 市�

ひ ば り
 市�

みどり野
市�

どちらと
も�

いえない
�
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Focus 政策・制度

は
、
地
域
に
よ
っ
て
大
き
く
異
な
り
ま
す
。

地
域
の
特
性
に
合
っ
た
独
自
の
方
法
を
検

討
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

課
題
と
解
決
策
3

住
民
に
よ
る
合
併
可
否
の

判
断
材
料
は
何
か

合
併
可
否
の
基
礎
資
料
は
新
市
建
設
計

画
で
あ
り
、
そ
の
代
表
的
内
容
は
次
の
二

項
目
で
す
。
そ
れ
ら
の
実
現
可
能
性
を
説

明
す
る
た
め
に
、
予
算
に
基
づ
く
財
政
的

な
裏
付
け
を
も
示
し
て
い
ま
す
。

た
市
民
意
向
調
査
は
、
典
型
的
な
住
民
参

加
に
あ
た
り
ま
す
。

（3）
全
期
間
共
通

合
併
協
議
会
、
新
市
将
来
構
想
策
定
委

員
会
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
な
ど
の
合
併
検

討
に
つ
い
て
、
提
出
さ
れ
た
資
料
お
よ
び

検
討
結
果
の
す
べ
て
を
合
併
協
議
会
の
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
、
情
報
公
開
を
徹

底
す
る
と
と
も
に
、
市
報
や
協
議
会
便
り

を
通
じ
て
そ
の
要
約
を
全
戸
に
配
布
し
ま

し
た
。

住
民
参
加
の
必
要
性
や
そ
の
実
現
方
法

項    目� 新　市�
法人市民税�

都市計画税� 税率100分の0.26 税率100分の0.24�
（H12.4.1施行）�

国民健康保険料(税)

均等割�

田　無　市� 保　谷　市�

田無市に事務所、事業所等を�
有する法人に課税�

保谷市に事務所、事業所等を�
有する法人に課税�

両市に事務所、事業所を別々�
に有する法人に対し、新市に�
おいては一法人扱いで課税�

田無市の例により調整する。�

保谷市の例により調整する。�

資本金�
  １億円未満　12.3％ �
10億円未満　13.5％�
10億円以上　14.7％  �

保険料率�
所得割 5％�
資産割 20％ �
被保険者均等割 15,000円�
世帯別平等割 8,400円 �
限度額 47万円     �

保険税率�
所得割 5.7％�
資産割 16％ �
被保険者均等割 17,000円�
世帯別平等割 5,340円 �
限度額 51万円     �

保険料率については、田無市�
の例により調整する。ただし、�
平成12年度については、それ�
ぞれ旧市の例による。なお、�
新市において国民健康保険運�
営協議会を設置し、適正な負�
担水準について検討を行い、�
これに基づき、平成14年度よ�
り新保険料率を設定するもの�
とする。�
�
�下水道使用料� 　一般汚水下水道使用料�

 10m3 まで（基本料金） 373円�
 20m3 まで（１m3につき） 80円�
 50m3 まで（１m3につき） 115円�
 100m3 まで（１m3につき） 143円�
 200m3 まで（１m3につき） 172円�
 500m3 まで（１m3につき） 218円�
 1,000m3 まで（１m3につき） 258円�
 1,000m3 超　（１m3につき） 299円�

　一般汚水下水道使用料�
 10m3 まで（基本料金） 520円�
 20m3 まで（１m3につき） 83円�
 50m3 まで（１m3につき） 128円�
 100m3 まで（１m3につき） 145円�
 200m3 まで（１m3につき） 175円�
 500m3 まで（１m3につき） 225円�
 1,000m3 まで（１m3につき） 265円�
 1,000m3 超　（１m3につき） 320円�

平成12年度および平成13年�
度に限り不均一とし、この間�
に料金統一の基本方針を定め、�
平成14年度より新料金を設定�
するものとする。�
�
�

保育料�

学童クラブ�

育成料�
（平成13年度制度）�

月額5,000円�
2,500円（2人目以降）�

月額5,000円�
3,000円（2人目以降）�

月額1,500円を徴収�
＊1,500円を学童のおやつ�
　としている。�

間食費の徴収なし�
＊１人当たり月額826円の�
　おやつ代を市が負担。�

田無市の例により調整する。�
�

田無市の例により調整する。�
�

間食費�

保育費用徴収基準�
A階層(生活保護世帯)　徴収なし�
B階層(所得税･市民税非課税世帯)　徴収なし�
C階層(所得税非課税・市民税課税世帯) 低い�
D階層(所得税課税世帯)　比較的高い �

保育費用徴収基準�
A階層(生活保護世帯)　徴収なし�
B階層(所得税･市民税非課税世帯)　徴収なし�
C階層(所得税非課税・市民税課税世帯)�
D階層(所得税課税世帯)　比較的低い �

保育費用徴収基準�
A階層(生活保護世帯)　現行�
B階層(所得税･市民税非課税世帯)　現行�
C階層(所得税非課税・市民税課税世帯)�
　　　　　　　　　　　　　　　　田無市�
D階層(所得税課税世帯)　　　　　 保谷市�

資本金�
  １億円未満　12.3％ �
10億円未満　14.7％�
10億円以上　14.7％  �

法人税割�

�

高い� �
�

施　　　策　　　名�

１　地域の中で支えあう福祉のまち�

年　　度　　別　　事　　業　　費　　�

平成14年度� 平成15年度� 平成16年度� 平成17年度� 平成18年度� 合　　計�

２　環境にやさしく美しいまち�

３　若者を育てるまち�

（１）福祉施策の充実�
（２）健康の保持･増進�

（３）住環境の改善�

（１）公共緑化の推進�
（２）民有地緑化の推進�

（１）学校教育の充実�
（２）社会教育・生涯学習の充実�

（３）環境対策の充実�
（４）ごみの減量化・資源化�

４　安全で快適なまち�
（１）道路の整備�

５　さまざまな産業が育つまち�
（１）商工業・農業の育成�

（２）放置自転車対策�

（３）公共交通の拡充�
（４）駅周辺の整備�

６　市民が参加する活力あるまち�
（１）市民との協働および支援�

（２）市民参加の推進と情報の公開�
（３）女性の自立と社会参加�
（４）コミュニティの形成�

計　画　事　業　費　合　計 �

（５）庁舎整備 �

（６）防災対策の充実�
（７）スポーツ施設の整備 �

198

28

33

137
839

804

1

20

14

1,741

1,741

0
3,487

563

0

125

2,480

232

65

22
10

10

520

0

483

18

19
6,795

128

19

22

87
3,383

3,360

0

9

14

3,162

3,162

0
2,150

1,415

0

129

211

284

102

9
24

24

792

1

445

29

317
9,639

1,026

651

15

360
1,621

552

10

0

1,059
736

736

0

4.552

157

389

125

2,729

117

531

504
10

10

428

0

396

14
18

8,373

1,438

650

15

773
2,427

1,815

10

0

602
1,795

1,795

0

3,780

205

20

125

2,724

117

223

366
10

10

431

0

398

14
19

9,881

647

369

15

263
1,869

1,810

10

0

49
2,718

2,718

0

424

173

13

125

0

19

73

21
10

10

448

0

416

14
18

6,116

3,437

1,717

100

1,620
10,139

8,341

31

29

1,738
10,152

10,152

0

14,393

2,513

422

629

8,144

769

994

922
64

64

2,619

1

2,138

89
391

40,804

（単位：百万円）�

■住民負担の調整結果表

■新市建設計画（平成14年度　実施計画）の予算表

3

新
市
誕
生
後
の
状
況

①
住
民
負
担
の
調
整
結
果

住
民
に
と
っ
て
最
も
関
心
の
高
い
合
併

後
の
住
民
負
担
に
対
し
て
、
合
併
検
討
段

階
で
調
整
す
べ
き
問
題
と
、
合
併
直
後
は

従
来
の
方
式
を
採
用
し
な
が
ら
数
年
か
け

て
新
市
の
方
式
を
検
討
す
べ
き
問
題
に
分

け
、
そ
の
調
整
結
果
を
具
体
的
に
示
し
て

い
ま
す
。

②
合
併
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
計
画

住
民
参
加
で
決
定
し
た
合
併
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
実
施
計
画
を
、
実
施
時
期
・
投
資

金
額
ま
で
具
体
的
に
示
し
て
い
ま
す
。
こ

れ
ら
は
、
合
併
に
よ
っ
て
初
め
て
実
現
で

き
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
り
、
単
独
市
の

ま
ま
で
あ
れ
ば
困
難
な
課
題
の
解
決
方
法

と
考
え
ら
れ
ま
す
。

こ
れ
ら
は
、
合
併
に
よ
る
削
減
経
費
と

合
併
特
例
債
を
活
用
し
て
実
施
可
能
か
、

緻
密
な
財
政
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
基
づ

い
て
検
討
さ
れ
た
後
、
新
市
建
設
計
画
に

お
け
る
「
合
併
公
約
」
と
し
て
住
民
に
示

さ
れ
、
合
併
の
可
否
が
問
わ
れ
ま
し
た
。

市長のことば

「はなバス」の運行

西東京市長

保谷 高範 (ほうや　こうはん)

新
市
誕
生
後
二
年
を
経
過
し
た
現
在
、

合
併
検
討
を
通
じ
て
住
民
と
合
意
し
た
四

つ
の
合
併
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
、
確
実
に
実

施
さ
れ
つ
つ
あ
り
ま
す
。
そ
の
一
つ
に
、

市
内
循
環
バ
ス
「
は
な
バ
ス
」
の
運
行
が

あ
り
ま
す
。
こ
れ
は
南
北
の
公
共
交
通
の

利
便
性
向
上
を
目
指
し
た
も
の
で
す
。
他

の
三
つ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
つ
い
て
も
年

度
別
実
施
計
画
が
決
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

合
併
可
否
の
基
礎
資
料
で
あ
る
「
新
市

建
設
計
画
」
は
、
新
市
に
お
け
る
羅
針
盤

に
な
っ
て
い
ま
す
。
現
段
階
で
合
併
を
評

価
す
る
こ
と
は
時
期
尚
早
で
す
が
、
新
市

建
設
計
画
の
実
施
状
況
が
議
会
か
ら
厳
し

い
チ
ェ
ッ
ク
を
う
け
、
住
民
に
公
開
さ
れ

て
い
る
限
り
、
合
併
に
対
す
る
住
民
の
期

待
は
実
現
さ
れ
て
い
く
と
期
待
さ
れ
ま
す
。

平成13年１月の合併から、早いもので3年目を迎えます。この間、合併前に

市民の皆様にお示しした｢新市建設計画｣、いわゆる合併公約の着実な実行をめ

ざし、市民の皆様に目に見える形で合併効果を感じていただきたいという強い

思いのもと、まい進してまいりました。

具体的には新市建設計画の重点施策として位置付けられている事業を中心に、

｢コミュニティーバス（はなバス）の運行｣や、新市のシンボル的な公園である

｢（仮称）合併記念公園の整備｣として用地買収に着手し、さらには｢地域情報化

の推進｣として図書館の本の予約・検索および公共施設の予約がインターネット

上からできるシステムの導入など、さまざまな事業に着手してまいりました。

また、一方では、政策形成過程に市民が参加する仕組みとしての市民参加条例

の制定および環境を重視したまちづくりを進めるための環境基本条例の制定な

ど、西東京市としての新たなまちづくりを展開するための仕組みも整備してま

いりました。

合併は、新たなまちづくりを市民の皆様と一緒に進めるための一つの手段で

あって、目的ではありません。このことを念頭にすえ、今まで以上に市民の皆

様の期待に応えられるまちづくりを進めるとともに、合併先進市として注目を

いただいている全国の自治体の皆様にも良き先例となるよう、努力してまいる

所存であります。
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